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Abstract
Arguably born from the Sustainable Development (SD) paradigm, Circular Economy (CE) presently stands out amongst its sister 
concepts. The relationship between CE and the principle of SD remains unclear, although the two are connected. Despite excelling 
in environmental and economic aspects, CE literature is for the most part silent regarding the third aspect of SD: social equity. This 
study analyzes the relationship between the two concepts and how CE litarature has attempted to fill in the gap thus far. The literature 
seems unanimous in acknowledging the gap, yet the body of work that attempts to fill it is minuscule. This article emphasizes the im-
portance of integrating social consideration to CE in developing countries, taking waste pickers (WPs) as an example. Environmental 
Justice concept can be a key tool for such integration. The study also points out that Japan, one of the developed countries, cannot be 
indifferent to social consideration for its CE policies. We conclude that  more research is needed concerning how social aspects could 
be integrated into and strengthened in CE.
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1.  はじめに

　サーキュラー・エコノミー（circular economy；循環経

済、循環型経済）とは、近年急速に注目されるようになっ

た概念である。後に述べるとおりこの概念については様々

な議論があるが、一般に、大量生産から大量消費を経て

そのまま大量廃棄に至るようなリニア（線形）な経済で

はなく、資源や製品の質をできる限り落とさずに循環さ

せることで、エネルギー消費や廃棄物発生等の環境負荷

を最小化する持続可能な経済のことであり、そこでは循

環性を高める産業デザインや社会システムが発展し雇用

や成長につながることが期待されている。日本には以前

から「循環型社会」の概念があるが、これと比較すると、

経済成長への視点が強いことが、一つの特徴だと言える

（郡嶌， 2016: 28；細田・山本， 2017: 2, 8-9）。（1）

　サーキュラー・エコノミーは、現在の世界の環境政

策を先導する概念としては持続可能な開発 （sustainable 
development: SD） に次ぐ影響力を持つと言っても良いだろ

う。特にヨーロッパにおいては、サーキュラー・エコノミー

が成長戦略としても位置付けられており、2015 年には欧

州委員会がサーキュラー・エコノミー行動計画を発表、

2020 年に新行動計画を発表した。（2）日本においても、EU
政策をはじめとするサーキュラー・エコノミーに関する

国際的な動きが、日本の産業に大きな影響を与える一方、

新たな成長の可能性も提供するとして、経済産業省が「循

環経済ビジョン 2020」（経済産業省， 2020）を発表するな

ど、政策的な影響を及ぼしつつある。

　サーキュラー・エコノミーに対する近年の関心の高ま

りは、論文等の数の増加からも見て取れる。例えば CiNii
で「サーキュラー・エコノミー」を検索すると、2016 年

の出版数が 2 本だったところ、2017 年 8 本、2018 年 17 本、

2019 年 37 本、2020 年 29 本と、2016 年～ 2019 年に急増

している。Google Scholar で同様に検索をしても、2014 年

以前、2015 年、2016 年は 2 本ずつにとどまっている出

版数が、2017 年には 9 本、2018 年 32 本、2019 年 60 本、

2020 年 69 本と同じ傾向を見せている。（3）

　サーキュラー・エコノミーを、同様に政策的影響力が

大きい SD との違いに着目して批判的に考察した論考は、

日本では見当たらないようである。後述するように、サー

キュラー・エコノミーは SD に比して社会的関心に乏し

く、環境的・経済的側面に関心が集中しているが、この

点は文脈次第で、その政策的妥当性を制限する要因にな

り得る。国際的にみると、サーキュラー・エコノミーの

社会的側面の欠如については、最近次第に指摘や議論が

増えている （Chen, 2021; Geissdoerfer, Savaget, Bocken, & 
Hultinek, 2017; Moreau, Sahakian, van Griethuysen, & Vuille, 
2017）が、それでもそのギャップを埋める可能性のある

提案は少ない。

　こうしたことから本稿では、SD と対比しつつ、サー

キュラー・エコノミーが持つ概念的特徴とその政策的含

意、中でも社会的公正への視座の欠如とそれがもたら

す問題について、議論の整理を行う。そして、この社

会的側面の弱さに対処することを目的として、環境正義
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（environmental justice）の要素を組み込むことの意義を、

特に途上国の文脈を念頭に置いて議論したい。

　本稿の構成は次のとおりである。まず次章でこれまで

行われてきたサーキュラー・エコノミー論の概観を示し、

その問題点、特に社会的視座の弱さ及びその途上国に対

する含意について論ずる。そして第三章で、それに対応

するために、環境正義概念を導入することの意義を論じ、

第四章でまとめと今後の研究の方向性についての示唆を

得る。

2.  サーキュラー・エコノミー論の概観と問題

2.1  概念の展開と社会的視座の欠如

　1992 年にリオデジャネイロで行われた国連環境開

発 会 議（United Nations Conference on Environment and 
Development: UNCED）には、世界 170 カ国以上から参加

があり、700 を超える NGO がオブザーバーとして参加

した（Beyerlin & Marauhn, 2011: 13-14）。リオ宣言などの

政治文書が採択され、気候変動枠組み条約や生物多様性

条約のような重要な国際条約がこの会議に関係している

が、おそらく、この集まりの最も重要な結果は、北と南

の間の明確な分裂を越えようとする試みであっただろう

（Beyerlin & Marauhn, 2011: 14-19）。
　先進国と開発途上国の明らかな対立は、この UNCED
の会期中、疑いもなかった（Beyerlin & Marauhn, 2011: 
14）。途上国は、かねて先進国との間の経済的な不平等を

認識し、有限の天然資源の利用に関する途上国への留保、

国際的な意思決定における途上国の平等な地位、などを

主張していた（Porter & Brown, 1996: 108-117）。先進国は、

途上国も含めてすべての国々が、地球環境問題の解決に

取り組むことを求めていた（Porter & Brown, 1996: 114）。
環境に対する懸念と社会経済的開発との間の対立と議論

の結果、リオ宣言など UNCED の主な成果は SD の考え方

を反映したものとなり、現在のように SD を国際社会に浸

透させる重要な契機となった（Beyerlin & Marauhn, 2011: 
14-19; Porter & Brown, 1996: 128）。
　SD 概念は、1987 年の報告書「我ら共通の未来」の中

でブルントラント委員会が提示したことにより、広く

知られるようになった。このブルントラント・リポート

（Brundtland Report）の中心的書き手である Jim MacNeill
によれば、彼らの研究グループは、様々な形で SD を定

義した（MacNeill, 2010: xxxiii-xxxiv）。社会的、生態学的

なものもあったとされる（MacNeil, 2010: xxxiii）。しかし

ながら、結局一つの定義、すなわち将来世代のニーズに

関する定義だけが注目されたことを、MacNeill は嘆いて

いる（MacNeill, 2010: xxxiv）。ブルントラント・リポート

以降、SD は、様々な国際文書の中で言及されてきた。現

在も SD の概念については議論が多いものの、SD には経

済発展、社会発展、環境保護の三つの柱がある（例えば、

The World Summit on Sustainable Development, 2002） という

理解は定着している（Barral, 2018: 106）。
　ブルントラント・リポートの後 ,　SD 以外にも、 経済

成長と環境破壊を分離させるために様々な理論や考え方

が登場した。そして、現在最も支持されている概念の一

つがサーキュラー・エコノミーである。SD と同様にサー

キュラー・エコノミーもまた普遍的な定義を持っていな

いが（Gladek, 2019: August 15; Kirchherr, Reike, & Hekkert, 
2017: 221）、多くの論者はこの問題に取り組んできた

（Geissdoerfer et al., 2017; Kirchherr et al., 2017; Korhonen, 
Honkasalo, Seppälä, 2018; Winans, Kendall, & Deng, 2017）。
　現在、最も使われている定義の一つは、エレン・マッ

カーサー財団（Ellen MacArthur Foundation）によるもの、

すなわち「意図（intention）と設計（design）によって復

元力を持つ（restorative）産業経済」である（EMF, 2013: 
14）。これは簡明でそしておそらく不完全なものであるが、

サーキュラー・エコノミーの基本的な要素を捉えている。

サーキュラー・エコノミーは、自然界との間での物やエ

ネルギーのやり取りを最小化しつつ、生産・消費のサイ

クルが回る経済システムであるともいえよう（Geissdoerfer 
et al., 2017: 759; Korhonen et al., 2018: 39）。現在まで支配

的な線型モデル「取る―作る―捨てる」（take-make-throw 
away）をより循環的なものにし、サーキュラー・エコノミー

を実現するために、ミクロ、メゾそしてマクロレベルの

施策が用いられる （Ghisellini, Cialani, & Ulgiati, 2016; Yuan, 
Bi, & Moriguchi, 2006）。
　サーキュラー・エコノミーの基礎にあるものの一つ

は、McDonough & Braungart （2002）による、ゆりかごか

らゆりかごへ（Cradle-to-Cradle （C2C））という考え方で

あり（Bocken, de Pauw, Bakker, & van der Grinten, 2016: 311; 
EMF, 2015: 5; Sauvé, Bernard, & Sloan, 2016: 53）、製品の

アウトプットが次のサイクルのインプットとして使用で

き、元の質を維持しあるいはそれをさらに改善（アップ

サイクリング（upcycling）） するよう、全ての生産システ

ムを設計することを求めている （McDonough & Braungart, 
2002）。これは技術的資源と生物的資源を分離できないよ

うにはしない製品を設計することによって成し遂げられ

る（McDonough & Braungart, 2002）。 故 に、Bocken et al. 
（2016: 311）が述べるように、容易に交換が可能な部分を

持つ製品をデザインすることもサーキュラー・エコノミー

に対応する一つの方法である。

　サーキュラー・エコノミーに関する多くの文献は

ビジネスモデルや廃棄物関連の問題に注目している

（Camacho-Otero, Boks, & Petersen, 2018: 2; Schöggl, Stumpf, 
& Baumgartner, 2020: 12）が、 このことは、サーキュラー・

エコノミーが、SD の経済面だけを対象にしていることを

意味しない。エレン・マッカーサー財団が定立したサー

キュラー・エコノミーの三つの原則にもそれは表れてい

る。三つの原則とは、①経済活動を廃棄物・汚染等がゼ

ロ又は最小限なものに設計すること、②原料や製品等を

できるだけ長く、なるべく質を劣化させずに、生産－利

用－再利用等のサイクルにとどまらせること、及び③自

然資本を再生・向上させること、である （EMF, 2015: 5-7; 
2017: 7）。
　サーキュラー・エコノミーの課題の多くが SD に関係し

ており、Kirchherr et al. （2017: 224-225）は、サーキュラー・
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エコノミーを、SD の達成を目標とするものとして定義し

ている。しかしながら、「SD の時代」（Sachs, 2015）に生

まれた概念とはいえ、サーキュラー・エコノミーと SD と

の関係性はそれほど明確ではない。そうした中、既存文

献は次の点で一致している。サーキュラー・エコノミー

は（SD が 3 つの柱の一つとして重視する）社会的側面を

見過ごしている（Geissdoerfer et al., 2017; Ghisellini et al., 
2016; Kirchherr et al., 2017; Murray, Skene, & Haynes, 2017; 
Sauvé et al., 2016）、という点である。これらの失われた側

面はサーキュラー・エコノミーの概念に追加され得るか

もしれないが（Geissdoerfer et al., 2017: 765）、これまでそ

うした取り組みは限られてきた。

　本稿の冒頭で述べた日本の研究動向と同様に、国際的

にも 2016-2017 年頃から、サーキュラー・エコノミーに関

する論考の急増が見られた（Ngan et al., 2019: 317; Schöggl 
et al., 2020: 6; Vinante, Sacco, Orzes, & Borgianni, 2020: 7）。
そして COVID-19 パンデミックにも関わらず、あるいは

それ故に、2020 年は持続性とサーキュラー・エコノミー

に関する再検討と新しい提言が多く見られた（例えば

Schröder, Lemille, & Desmond, 2020）。しかしながら、やは

りかなりの論考において社会的な考察は弱く、取り上げ

たとしても、例えば Walker et al. （2021）及び Vinante et al. 
（2020）のようなビジネスの観点からのミクロ・レベルに

のみの社会的側面に焦点を当てたものであって、全体的

アプローチあるいはマクロ・レベルの視野を欠く。全体

的なアプローチは、もしサーキュラー・エコノミーが SD 
を実施する概念だと考えるなら、必須である。

　上記のような認識とは逆に、サーキュラー・エコノミー

が、社会的側面を含まない、持つ必要はない、と考える

者もいる（Walker et al., 2021: 837）。社会的側面とは、例

えば、労働者の福利や地域社会の幸福など (Walker et al., 
2021: 836-837) である。（4）社会的側面がない場合、サー

キュラー・エコノミーの中心的目的は、経済を成長させ

続ける一方で、環境上の影響あるいは外部性を抑制する

こと（Sauvé et al., 2016, 53）となる。サーキュラー・エ

コノミーは、結果的に社会的側面を改善するとしてもこ

れに関し具体的な目的を持つものではなく（Sauvé et al., 
2016: 54）、社会的側面に関する目標は、持続可能な開発

目標（sustainable development goals: SDGs）のような枠組

みに委ねることになる（Walker et al., 2021: 839）。人間は、

多層的情報を同時に論理的処理する能力が十分でないこ

と（McRaney, 2011: 第 1 章）を考慮すれば、サーキュラー・

エコノミーを持続性から分離することには、実践的な正

当性がある。

　しかしながら、経済は社会の外には存在し得ない。経

済は社会によって存在し、そして実際、社会の中に組み

込まれている（Polanyi, 1944/2001）。サーキュラー・エコ

ノミーの社会的影響力を無視することは、世界が現在直

面する社会問題への取り組みを延期することを意味する。

Moreau et al. （2017）は、Polanyi の著作からその経済と社

会との関係についての考え方を引用し（2017: 502）、より

社会的なサーキュラー・エコノミーを主張している。 また、

Boulding （1966）は、閉じたシステムにおいては経済と社

会は環境から分離できないとする。一方、深い社会問題

を抱えた社会の不安定性は、内戦のような状況にまで至

る場合もある（UNCCD, 2014: 8）。こうしたことを考えれ

ば、社会的課題に取り組むことなく経済と環境の関係を

改善することには無理があると言わざるを得ない。

　環境問題に関する概念・思想が社会的側面を軽視して

いるといった批判は新しいものではない。例えば、その

ような批判が、「エコロジー的近代化」にも向けられてい

る（Mol & Spaargaren, 2000: 23）。そして、それは同じよ

うにサーキュラー・エコノミーにも当てはまるかもしれ

ない。

　もちろん、サーキュラー・エコノミーに関する研究が

社会的側面を分析することもあるが、大抵の場合、そ

れは雇用の創出に関係している （Geissdoerfer et al., 2017: 
765）。先進国－特にヨーロッパ－の場合、サーキュラー・

エコノミーの社会面の関心が雇用の創出に限られるのは、

所得の不平等と貧困のようなヨーロッパにおける社会問

題の、基礎をなすあるいは悪化させる原因の一つが、長

期失業であること（Darvas & Wolff, 2014: 5-6）によるかも

しれない。しかし雇用は社会政策において重要な要素で

はあるが、サーキュラー・エコノミーが影響を与えうる

唯一の社会的側面ではなく（Walker et al., 2021: 834）、特

に途上国にとっては、サーキュラー・エコノミーにおけ

る社会面での排他的関心事となるべきではない。

　こうしたことから、サーキュラー・エコノミーが適切

な社会的視座を備えていないという問題を、途上国の文

脈で検討することには意義があるだろう。前出のエコロ

ジー的近代化も、大きく社会的条件が異なる途上国での

妥当性について疑問が投げかけられてきたが  （Christoff, 
1996: 486）、そうした観点からサーキュラー・エコノミー

を問い直すことの意義は大きいと思われる。次節でこの

点について掘り下げたい。

2.2  途上国／非欧米国の文脈の違い、ウェイスト・ピッ

カーにみる社会的視座の重要性

　サーキュラー・エコノミーに関する課題は、途上国と

先進国とでは異なる面があり、政策対応も異なりうる

（Kalmykova, Sadagopan, & Rosado, 2018: 192）。もちろん、

先進国の経験が途上国の参考になることはある。例えば

Wu, Hu, & Ni（2021）は、台湾の産業レベルでのサーキュ

ラー・エコノミーの実現プロセスは、特に途上国にとっ

て有用な示唆を与えるとする（Wu et al., 2021: Abstract, 
229, 237）。台湾は、かつて「ごみの島」として知られて

いたが （Wu et al., 2021: 229）、今では世界 5 位の高リサ

イクル率（都市ごみに関し）を保持している（European 
Environmental Bureau & Eunomia, 2019: 3）。 Wu et al. （2021） 
は、中小企業が大多数を占める台湾において、各種事業者、

政府を含む様々な主体が相互作用し、また、国際市場か

らの要請にも対応しながら、ネットワークとしてサーキュ

ラー・エコノミー産業が発展してきたことなどを指摘す

る。
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　一方、先進国の経験が、途上国にも同様に当てはまる

とは必ずしも言い切れない場合もある。先進国における

主要な社会的懸念として、失業と貧困、不平等がある

（Darvas & Wolff, 2014）。しかし、多くの途上国（5）は、同

様の問題があるとしてもより深刻な、あるいはより幅広

い問題に、直面している可能性がある。実際、多くの

途上国は、経済を超える要素をカバーする人間開発指

数（Human Development Index, HDI）（UNDP, 2022） に お

いて低い層に位置している。世界銀行の高所得国と低中

所得国の分類（World Bank, n.d.）に照らして低中所得国

に分類される国で、HDI ランキングのトップ 50 に入るの

は、アルゼンチン（46 位）及びモンテネグロ（48 位）の

2 か国だけである（UNDP, 2020: 343）。また、Schröder et 
al.（2020）は、社会面の問題をサーキュラー・エコノミー

の観念に取り込むための一つの方法として人間開発指数

の利用を提案しており、これは、途上国にとって特に有

用なものとなりうる。

　サーキュラー・エコノミーの研究に対する批判として

はまた、リバウンド効果（rebound effect）が十分考慮され

ていないということがある（Chen, 2021）。サーキュラー・

エコノミーのリバウンド効果は、基本的なものとしては、

単位当たり生産・消費の環境影響が低減されても、生産・

消費の量の増大により、全体としては環境影響低減が得

られなくなる、といった効果をいう（Zink & Geyer, 2017: 
596-597; Chen, 2021: 2 も参照）。実際、一つの望ましくな

い要素（例えば、ごみ排出）の削減がもう一つの望まし

くない要素（例えば無軌道な消費）の増大を引き起こす

とすれば、全体的影響は同じであろう。プラネタリー・

バウンダリー（Rockström et al., 2009）は無視され、基本

的資源の不足は、将来あるいは現在の世代にも課題となっ

たままである。サーキュラー・エコノミーのリバウンド

効果に関する議論は従来から存在するが（例えば、Calisto 
Friant, Vermeulen, & Salomone, 2020: 5-8; Zink & Geyer, 
2017; Chen, 2021: 1 も参照）、社会的側面に関するリバウ

ンド効果―政策転換が社会に及ぼす悪影響、例えば、リ

サイクルを行うことから生じる労働者や市民の健康悪化

等（Chen, 2021: 2-4）―については、非常にわずかな研究

しか焦点を当てていない（Chen, 2021: 1）。また、筆者の

知る限り、サーキュラー・エコノミーのリバウンド効果

が社会的低層あるいはより貧しい共同体にどのような影

響を与えるかについての詳細な分析は殆ど行われていな

い。彼らは、低い購買力にも関わらず、人口は多いため

に経済的意義は大きいことから、彼らの福祉を考慮する

ことが、サーキュラー・エコノミーにとって最善である。

　こうした問題にもかかわらず、サーキュラー・エコノ

ミーは「企業及び政策立案者の間で牽引力を得て（gaining 
traction with）」いる（EMF, 2015: 10）。サーキュラー・エ

コノミーは途上国においても、持続性を達成するための

重要なツールとなりうるが、そのためには、先進国から

やってきたこの理論が、途上国の特別な条件に適応させ

られる必要がある。

　途上国と先進国の間の相違はまた、サーキュラー・エ

コノミー関連の取り組みを推進する力にも反映されてい

る。欧州におけるサーキュラー・エコノミー政策は、空

間と資源の不足といった状況に加え、一定の政治的意思

によって推進されているという指摘がある（Blériot, 2018: 
July 9; Velis, 2017）。一方、途上国においては、資源回収

は、「イデオロギー」ではなく「社会と市場の必要」（Velis, 
2017: 329） によって推進されているとされる。言い換えれ

ば、市場の力と生存の確保が、途上国におけるサーキュ

ラー・エコノミーの指向を決定する。

　「市場の力と生存の確保」には、ウェイスト・ピッカー

の活動の増大も含まれるだろう。ウェイスト・ピッカー

（waste picker）は、文字通りには「ごみを拾う人」であるが、

ここでは、「ごみ処理（solid waste management）における

インフォーマル部門」（Gunsilius, Chaturvedi, & Scheinberg, 
2011: 8）のうち、インフォーマルにごみの移動、回収、分類、

売却等を行う人々（Gunsilius, Chaturvedi, & Scheinberg, 
2011: 8; OECD, 2016: 54, 183-201）を指す。途上国にお

いては彼らはリユース、リサイクル活動などの資源循環

に大きな役割を果たしており、また経済的にも大きな

意味を持っている（Gunsilius et al., 2011: 2; Mavropoulus, 
Wilson, Velis, & Cooper, 2012: 26; Wilson, Araba, Chinwah, & 
Cheeseman, 2009: 629, 634）。ブラジルだけでも、潜在的

に活用可能なものが十分に活用されないために、毎年お

よそ 80 億ブラジルレアル（6）が失われているが、この金

額は同国の環境省の支出の 3 倍に匹敵する（IPEA, 2013: 
13）。これらがウェイスト・ピッカーの貢献のもとに十分

活用されるならば、彼らにとっても国にとっても有益で

あろう。

　Murray et al. が述べるとおり、リサイクルは「サーキュ

ラー・エコノミーにとっての基盤である」（Murray et al., 
2017: 371）ことから、ウェイスト・ピッカーの活動はサー

キュラー・エコノミーに深く関わる。しかしながら、既

に述べたとおりサーキュラー・エコノミーにおいては社

会的側面がしばしば欠けており、ウェイスト・ピッカー

についても、生物学的・技術的なサイクル（McDonough 
& Braungart, 2002）への資源の返却という以外の貢献は必

ずしも十分に考慮されていない。後に述べるウェイスト・

ピッカー運動が盛んな国、例えばアルゼンチンやブラジ

ルでは、他の国よりは彼らの包摂は進みやすいであろう。

一方、歴史的にウェイスト・ピッカーが厄介者として

見られ、正式な廃棄物処理制度と衝突している国もある

（Gunsilius et al., 2011: 14; OECD, 2016: 204; Wilson, Velis, & 
Cheeseman et al., 2006: 798, 804-805; 2009: 632-633）。そう

した中、ウェイスト・ピッカーの役割を承認するべきと

の見解がある（Gunsilius, Chaturvedi, & Scheinberg, 2011: 
32-33; Gutberlet, 2016; OECD, 2016; Wilson et al., 2006）。
　ウェイスト・ピッカーの貢献は、主流派サーキュラー・

エコノミーにおいては積極的に考察されていないが、前

述のエレン・マッカーサー財団が提示した三つの原則－

廃棄物最小の経済設計、素材のできるだけ長い循環、天

然資源の保全－のうち少なくとも後者 2 つに直接関係し

ている。第一に、ウェイスト・ピッカーは、素材を生産



Journal of Human Environmental Studies, Volume 20, Number 1, 2022

53Í. Amorim de Oliveira and Y. Masuzawa: Questioning the circular economy and sustainable development

プロセスに戻すことを助けている （OECD, 2016）。排出削

減と再使用に加えて、この役割はサーキュラー・エコノ

ミーにとっては極めて重要である。なぜならば素材の返

却なくして循環することは不可能だからである。ウェイ

スト・ピッカーは、回収代理人としての彼らの役割ゆえ

に、開発途上国でサーキュラー・エコノミーを実施する

上での基盤となりうる（Gutberlet & Carenzo, 2020; OECD, 
2016: 187; Wilson et al., 2006）。第二に、彼らは通りからゴ

ミを移動させるだけでなく、結果的に土と帯水層の汚染

削減に寄与しうる（OECD, 2020: 42; Vaccari, Tudor, & Vinti, 
2019）。
　一方で、ウェイスト・ピッカーが、ゴミ収集のための

道端に置いてあるゴミ袋からリサイクル可能な、あるい

は価値ある物を持っていく場合に、ゴミを散らかすこと

もある（Gutberlet, 2016: 82）。こうした行為については、

衛生上問題があるだけでなく、ウェイスト・ピッカーに

対する否定的なイメージにもつながることから、政府が

彼らを循環の代理人として任命する際には対処すべきで

ある。

　循環の最も困難な部分の一つは、再利用等のために使

用後の物品を回収することであるとみられる。よく設計

され、進歩した循環社会においては、消費者・生産者・

小売業者はこの円環を永続させるうえで彼らの役割を理

解し、またリバースロジスティクスと拡大生産者責任

（EPR）も導入されているであろう。例えば、テイクバッ

クの義務付け（take-back requirements）（7）は、多く利用さ

れている EPR 政策である（Kaffine & O’Reilly, 2015: 23; 
OECD, 2016: 24）。
　すでに述べたとおり、途上国ではしばしば、ウェイスト・

ピッカーがリサイクルのための回収等を担っている。そ

の後に、インフォーマルに行われる分解・リサイクルに

は問題もあるが（OECD, 2016: 54, 196）、インフォーマル

部門が行うような（Wang et al., 2012: 2134-2135）手作業に

よる分解を自動分解システムに優先させることには、社

会・経済的なメリットがある場合があることも指摘され

ている（Wang et al., 2012）。このため、慎重に考慮して設

計されるならば、ウェイスト・ピッカーを含むインフォー

マル部門を包摂するサーキュラー・エコノミー政策は、

途上国経済に利益をもたらしうるといえる。

　やや古いデータではあるが、ブラジルの場合、全ての

リサイクルの 90 % 近くがウェイスト・ピッカーの活動に

よっている（IPEA, 2013: 19）。一方、都市廃棄物のうちリ

サイクルされているのはわずか 13 % であるという（IPEA, 
2013: 11）。（8）Ivanova & Chipeva（2019: 695）は、EU にお

いて発生する廃棄物の 3 割程度以下しかリサイクルされ

ていない状況について、「第二次原料へとリサイクルされ

る素材のシェアを増大させ」、そして「廃棄物発生を削減

する」ことにより「改善の相当の余地がある」と述べて

いるが、ブラジルの場合も同様である。リサイクル率を

増加させるための手段として、例えば経済的インセンティ

ブやテイクバック政策のような方法が存在する。しかし、

これらのシステムは、リサイクル可能／再利用可能な素

材の多くの量をウェイスト・ピッカーから奪うことにな

りうる（OECD, 2016: 54, 188）ため、このようなスキーム

がウェイスト・ピッカーを包含するように設計されない

ならば、こうした非公式労働者の福祉にとって有害とな

るだろう。

　ブラジルのウェイスト・ピッカーの人数の多さを考え

れば、一つのまとまったサーキュラー・エコノミー政策

の下で、彼らの活動を統合し、活動の条件と報酬を改善

することは、疑いもなく必要である。そして、このことは、

ウェイスト・ピッカーなど廃棄物を扱うインフォーマル

部門の存在感が大きい他の途上国においても同様とみら

れる（OECD, 2016）。
　不平等は対立をしばしば引き起こす。そしてこれまで

述べたところから示されるように、サーキュラー・エコ

ノミーは社会的側面を欠いているままでは、途上国の現

在のニーズに対応できないと考えられる。そのような状

況では、途上国は、ますますこの概念を、非常な不満足だっ

た新自由主義経済政策に向かう「似たり寄ったり」のも

のと見なすのではないか（Schröder et al., 2020: 1-2）。しか

し、もし、途上国社会の実態、特にウェイスト・ピッカー

を考慮した修正が行われるのであれば、非常に違ったも

のになり得るだろう。

3.  サーキュラー・エコノミーの「社会化」：鍵概念とし

ての環境正義

3.1  環境正義概念の概要と意義

　環境正義は、国や国際的な政策に関する議論に徐々に

インパクトを与えてきている。例えば、気候変動に関し、

Sachs & Santarius （2005: 53）は、損害が「北と南の間で不

平等に分配され」ることを指摘している。また、Guha は、

南の国々における環境主義は、生存や公正・分配の問題

から不可分であることを説明している （Guha, 1989: 80-
81）。
　環境正義は、SD 及びサーキュラー・エコノミー同

様、広く論争がある概念である（Agyeman & Evans, 2004: 
156）。したがって、前章で見たサーキュラー・エコノミー

と SD の関係と同様、環境正義と SD の間の関係について

も明確になっているとはいえない。例えば、Agyeman & 
Evans （2004: 156）は、環境正義は持続性の中に埋め込ま

れる必要があると主張する。この提案は、Haughton （1999: 
234）がその数年前に、不公正な社会は環境面、経済面

ともに持続し難いと述べている点を考えれば、妥当なも

のといえる。環境正義と社会的正義は同一ではない（前

者は、環境との接点、例えば、環境への悪影響が誰にな

ぜ不公正に及ぶのか、を含む）が、Haughton の言葉は両

方に当てはまる。もし社会に紛争―特に生存手段（例え

ば水資源）を巡って―があれば、社会は常に不安定な状

態に置かれ、循環型か否かに拘わらず経済的繁栄は困難

であろう。なお、「環境正義地図」（EJAtlas, 2022; Temper, 
Demaria, Scheidel, Del Bene, & Martinez-Alier, 2018）が示す

通り、環境的不正義は、世界中に数多く存在する。

　「環境正義」の具体的内容については様々な理解がある
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が、インフォーマル部門の包摂ということを考えた場合、

Schlosberg（2004）による 環境正義の枠組みが重要な視点

を提供してくれる。Schlosberg は、環境正義に関する従来

の理論の多くが分配的正義にのみ注目していることを批

判し、「グローバルな環境正義」が含むべき内容として「承

認」、「分配」及び「参加」を挙げる（Schlosberg, 2004）。
　分配的正義とは、環境正義のケースでは、例えば清浄

な水や土地のようなプラス要素と、劣悪な居住地域・環

境条件のようなマイナス要素の不公正な分配に関係して

いる。例えば、Qu et al. （2019: 253-254） は、近年の廃棄

物のグローバルな移動が、その経済的、あるいは資源活

用上のメリットの一方、規制が不十分な途上国での環境・

健康問題につながりうることを指摘している。途上国が

過大な環境負荷を引き受けるとすれば、これは不公正な

分配の一例といいうる。

　環境正義にとって、参加の問題は、重要な社会的決定

が一部のグループによって行われ、弱いグループが決

定過程から排除されることに関係している（Agyeman, 
Bullard, & Evans, 2002: 82; Chen, 2021: 3-4）。これはまた、

分配的正義と無知のヴェール（J. ロールズ）にも関連し

ている。もし政策決定者が、誰がその負担を負うかわか

らない（彼ら自身かもしれない）ということを認識して

いれば、社会的な便益又は負担を生む要因は、社会の成

員の間に公平に広がることであろう（Rawls, 1971）。別の

言い方をすれば、自らが負担を負う可能性がある人々が

政策決定に関わることは、負担の公平な配分につながり

うる。EU 諸国に関する研究は、サーキュラー・エコノミー

への移行における全ての関係者の関与と協働の重要性を

指摘している（Ivanova & Chipeva, 2019: 700）。多くの途上

国では、関係するアクターに、ウェイスト・ピッカーが

含まれるだろう。

　そして承認は、最も探求されていない側面である

（Schlosberg, 2004）。Schlosberg は、Young や Fraser などの

主張を引用しつつ、「承認」が前の二つのルーツであるこ

とを述べる（Schlosberg, 2004, 518-519）。Fraser（2003: 10）
は、「承認」の概念を、社会関係の重要性に関するヘーゲ

ルの仕事に由来するものとし、さらに、承認は、他者か

ら同等であるが異なるものと見られることをいうと説明

する。Fraser は、しかしながら、承認は分配に吸収される

ものではなく、またその逆でもないことを明確にしてい

る（Fraser, 2003: 35）。Young（1990/2011: 37）によれば、

不正義は 2 つの制度的な社会条件、即ち支配（domination）
と抑圧（oppression）によって引き起こされる。抑圧とは、

社会的なグループに対するものである（Young, 1990/2011: 
9）。承認はアイデンティティに関係しており、つまり、

あるグループが社会から受け入れられていること、そし

て、そのメンバーたちは、その社会の他のどの成員と

も同等の価値を有していることを意味する（Schlosberg, 
2004; Fraser, 2003）。Young（1990/2011: 15）は、不正義を

純粋に分配の問題として捉えることは、その原因となる

社会構造を無視することになるとして、そうではないこ

とを強く主張する。Schlosberg もさらに Young を引用しな

がら、繰り返し承認の不足が分配的不正義を引き起こす

可能性を警告している（Schlosberg, 2004: 518-19）。（9）

3.2  ブラジルを例に

　先進国と途上国において、ごみ拾いは多くの場合、貧

困家庭が生存するための唯一の選択肢である。そして、

彼らが行う仕事はサーキュラー・エコノミー及び清潔な

環境にとって不可欠だが、彼らはしばしば見過ごされ、

過酷な環境に住み、社会的不正義の対象となっている。

　サーキュラー・エコノミーを推進する際に、前項で述

べた環境正義の観点から、ウェイスト・ピッカーの存在

や活動を「承認」し、彼らを意思決定に「参加」させ、「分配」

面の格差を改善することは、環境保全、循環型経済発展

及び社会的公正を同時に達成すること（すなわち SD）に

つながり、途上国により適切なサーキュラー・エコノミー

を実現することになるだろう。

　ブラジルの場合、およそ 20 万人のウェイスト・ピッカー

がいると推測されている（MNCR, 2019）。すでに述べた

とおり、彼らはごみを移動してリサイクル等のプロセス

に戻す。しかし、ウェイスト・ピッカーは、若干の例外

を除き、この移動に対する正当な報酬を得ていない（IPEA, 
2010）。おそらく、彼らの貢献に対する「承認」が欠けて

いるためであろう。承認は、「参加」、そして「分配」へ

とつながる。

　ブラジルでは 2010 年に廃棄物管理法が制定された後、 
地方政府やカトリック教会等が主導して、ウェイスト・

ピッカーを組織化し、彼らにビジネス概念をより良く把

握してもらうためのワークショップを推進するなどし

た。 残念なことに、現在、全てのウェイスト・ピッカー

が、使用済み物品を生産・供給・利用のラインに戻すルー

トに組み込まれているわけではない。戻すルートの確立

は、企業等にとってはコストの削減につながる可能性が

あり（EMF, 2013: 30-31）、ウェイスト・ピッカーがその

一部となることは、当該ラインの企業等（例えば、ホテ

ルや製造業、ショッピングモールなど、時にマンション）

といわば取引関係に入ることを意味する。ウェイスト・

ピッカーはまた、その条件によって異なる部分はあるも

のの、廃棄物を扱う中で様々な健康リスクに曝されてい

る（Cruvinel et al., 2019: 2）。さらなる組織化あるいは支援

によって、こうした状況は変わるだろう。

　この意味において、Gutberlet et al.（2017）は、アルゼ

ンチンのブエノス・アイレスのウェイスト・ピッカー

の連合組織（cooperative）である Reciclando Sueños 連合

の、参考となる事例を提示している。米国に本拠を置く

グローバルな化学企業である Limpex は、同社の廃棄物

処理に関する契約先にこの連合を加えることで、同社の

リサイクルの割合を向上させ、支出も低減できるように

なった（Gutberlet, Carenzo, Kain, & Mantovani Martiniano de 
Azevedo, 2017: 6）。Limpex の従来からの契約先は同社の

廃棄物を埋め立てており、処理単価も高かったからであ

る（Gutberlet et al., 2017: 6）。また、連合は同社の従業員

のためにリサイクルに関するワークショップを行い、分
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別システムの効率の向上につながった（Gutberlet et al., 
2017: 7）。こうしたことが可能となった背景には、地域

政府によるウェイスト・ピッカー連合組織の制度的承認

がある（Gutberlet et al., 2017: 5-6）。他の途上国の都市で

も、ウェイスト・ピッカーの組織化を伴う活動が、彼ら

の生活の改善を含めて様々な好影響を生んでいる例があ

る（Gokaldas, 2012; Tangri, 2012）。
　ブラジルにおいても、ウェイスト・ピッカーの組織化

と支援をいっそう進めつつ、自治体等の政策の中に適正

に位置づけることができれば、資源回収の広域化と環境・

経済面の負荷の低減とともに、彼ら自身の収入や生活の

向上につながる可能性がある。この点は他の途上国でも

同様であるかもしれないが、ブラジルではウェイスト・

ピッカーの組織化が（少ないとはいえ）比較的進んでい

る（Velis, 2017: 330）ことから、こうした変化はよりスムー

ズに行われることがありうる。

　サーキュラー・エコノミーへのウェイスト・ピッカー

の包摂、特に 途上国における包摂は、これら周縁化され

たグループに関する社会的な好影響を生むだけでなく、

サーキュラー・エコノミーに、真の社会・環境的好循環

をもたらす。そして、彼らを変化をもたらす主体として

支持・支援することも可能である。これらの国々において、

「循環」という言葉は、マテリアルに関するギャップを縮

める以上の意味を含むべきであり、社会的なサイクルに

も適用されるべきである。

3.3  他の地域の場合―日本を例に

　他の地域、例えば日本は、ブラジルとは異なる地域的

性質を有することから、環境正義の観点から分析すると

すれば、異なる結果が得られるであろう。例えば、一つ

の違いは、日本にはブラジルほど多くのウェイスト・ピッ

カーがいないことである。しかし、このことは、日本に

おいてウェイスト・ピッカーやインフォーマル部門に関

して何らの問題も存在しないということを意味するもの

ではない。

　日本では、 もともと民間事業による回収・リサイクルが

あったが、やがて自治体が資源の分別回収に取り組むよ

うになり、1990 年代には関連する法律も制定された （山

本， 2005: 44）。2000 年代には、自治体の集積場所からの

古紙の「持ち去り」が問題となり、自治体は資源の持ち

去りを規制する条例の導入を始めた（例えば、月刊廃棄

物（加藤）， 2004；中村， 2004: 36； 山本， 2005; 2013）。
　古紙は、集積所から持ち去られる・持ち去られる可能

性のある唯一の資源ではない（月刊廃棄物（加藤）， 2004: 
44；山本， 2005: 45）。持ち去りを行う主体やその理由も

様々でありうる（山本， 2005: 45-46；永橋他， 2013a）。生

活が苦しい人々が、生活費を稼ぐために集積場から資源

物を持ち去る場合もあり、これについては、理解する声や、

禁止されることによる影響への懸念が存在する（永橋他， 
2013a; 2013b；山本， 2005: 45-46; 2013: 51）。
　永橋ほか（2013a; 2013b）は、ある自治体の持ち去り禁

止条例制定過程での議論を、缶を持っていくホームレス

の人々等に関する議論に注目して、分析している。著者

は、議論の特徴の一つとして、市当局が、環境行政（分

別収集やリサイクル推進）と福祉行政（ホームレスの人々

の福祉）を分けて考えがちであることを指摘する（永橋他， 
2013b: 92-95）。こうしたアプローチについては、ホームレ

スの人々の人権等の観点から疑問の声が上がっていた（永

橋他， 2013b: 92-95）。
　日本における「ウェイスト・ピッカー」の社会的・経

済的背景はブラジルとは異なっており、日本のサーキュ

ラー・エコノミーに影響を与える要素には他にも多くの

ものがある。したがって、具体的な対応の方法は、ブラ

ジルとは異なったものとなるであろう。しかし、この例は、

日本のサーキュラー・エコノミー政策にも、社会的側面

のいっそうの統合が求められる部分がありうることを示

すものといえる。すなわち、環境正義の視点をサーキュ

ラー・エコノミーに導入することは、途上国だけではなく、

日本のような先進国にとっても有益である可能性がある。

　日本においては、サーキュラー・エコノミーないしそ

の政策に関し、EU のものを念頭に、「廃棄物・リサイク

ル政策」に留まらない資源・経済政策としての性格が明

瞭（細田・山本， 2017: 8-9）、「環境政策と産業政策・技術

政策（及び雇用政策）の政策統合の視点で捉えることが

重要」（郡嶌， 2016: 28）、といった指摘がなされている。

一方、社会的側面については、例えば「循環経済ビジョ

ン」（経産省， 2020） においては、労働者や地域社会の福

利・幸福を図るといった視点は弱いように見える。日本

においては、まず、現在のサーキュラー・エコノミー政

策に欠けている社会的側面としてどのようなものがあり

うるかを検討することが必要であろう。環境正義の視点

は、そうした分析において有益と思われる。

4.  おわりに

　廃棄物管理に関したテーマを扱っているというだけで、

サーキュラー・エコノミーの題名をつけた研究も多い。

廃棄物はサーキュラー・エコノミーに必須の関心事項で

はあるが、この二つは同じではない。サーキュラー・エ

コノミーが最も関心を持つのは、ゴミの収集や処理では

なく、廃棄物をできるだけ発生させない製品、サービス

あるいはビジネスモデルを設計することである。そして、

先進国によって実施されてきたシステム・モデルが、そ

のまま開発途上国に適用できるわけではないことに留意

することが同様に重要である。

　本稿は、サーキュラー・エコノミーに関する国際的な

議論の経緯をたどり、この概念における「社会的側面」

の欠如と、その問題性について論じた。サーキュラー・

エコノミーは、しばしば SD の一つの枝とみなされてい

る。しかし、本稿で議論してきたように、 従来の主流派サー

キュラー・エコノミーは社会的考慮をほとんど視野の外

に置いており、（環境、社会、経済を 3 つの柱とする）SD
とはズレがある。環境政策に係る概念に対するこうした

批判はこれが初めてではなく、相当する社会的改善の無

い経済発展は長続きしない。社会的側面は、途上国にとっ
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て決定的であり、サーキュラー・エコノミーに対し、さ

まざまな適応戦略を要求している。

　本稿では、この点について、ウェイスト・ピッカーを

例にとり、環境正義に着目することで、途上国にとって

より適切なサーキュラー・エコノミーの実現に近づきう

ることを示した。多くの途上国には、多数のウェイスト・

ピッカーが存在する。各国の状況は様々であり、ウェイ

スト・ピッカーの包摂が常に最適解であるとは限らない。

しかし、国によっては、そのサーキュラー・エコノミー

政策の中に彼らを正当に位置づけ、包摂することにより、

経済・環境の両立とともに社会的公正の達成に近づく（す

なわち SD に近づく）ことができる場合があると考えられ

る。

　日本においても、近年、サーキュラー・エコノミーへ

の関心が高まり、議論も増加している。今後の政策的具

体化の方向性によっては、環境政策と経済政策の統合が、

環境、経済の双方にプラスになる形で深化する可能性も

ある。SD を追求する上では、これに加えて、日本のサー

キュラー・エコノミー政策が持ちうる社会的側面として

どのようなものがありうるか、また何をすべきかについ

ても検討がなされることが必要であろう。例えば、労働

者の福利の増進や多様化する家族・世帯への対応といっ

た視点から検討することも考えられるかもしれない。

　本稿の議論は、一部を除き 2020 年以前に公表された文

献に基づいているが、その後もサーキュラー・エコノミー

をめぐる議論は進展しており、この概念と政策における

社会的側面の包摂の方法等に関する研究も増加しつつあ

る。今後も、サーキュラー・エコノミー論の発展とその

政策的意義の探求には、社会的側面をどのように統合・

強化するかという視点は不可欠であり、そのためには環

境正義等の概念を通じた修正を行うことが重要である。

日本に関しても今後、本稿で示した視点に立って、国内

における議論と制度の本格的な分析を行うことが求めら

れる。
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注
（1） 循環型社会形成推進基本法 2 条 1 項は、「循環型社会」

を「製品等が廃棄物等になることが抑制され、並びに

製品等が循環資源となった場合においてはこれについ

て適正に循環的な利用が行われることが促進され、及

び循環的な利用が行われない循環資源については適正

な処分（……）が確保され、もって天然資源の消費を

抑制し、環境への負荷ができる限り低減される社会」

と定義する。なお、細田・山本（2017: 2）は、サーキュ

ラー・エコノミーは、「経済活動を強調する側面がやや

強いものの、我が国のいわゆる『循環型社会』とほぼ

同義と考えて良い」とする。
（2） EU のサーキュラー・エコノミー行動計画については、

以下のサイトを参照、https://ec.europa.eu/environment/
circular-economy/index_en.htm（閲覧日：2022 年 3 月 28
日）。

（3） CiNii では「サーキュラー・エコノミー」をそのまま、

Google Scholar では引用符記号 （”）を語の両端につけ

て、2022 年 2 月 25 日に検索を行った。Google Scholar
では、「引用部分を含める」「英語と日本語のページを

検索」と設定した。なお、CiNii で「循環経済」を検索

すると、2000 年以前から一定数の出版がある。「循環

型経済」も同様である。しかしながら、これらは必ず

しも近年の「サーキュラー・エコノミー」の和訳とし

て用いられているとは限らないため、ここでは「サー

キュラー・エコノミー」のみのデータを示す。
（4） Walker et al.（2021）はミクロ・レベルの観点での研究

であるが、これはマクロ・レベルにもある程度あては

まろう。
（5） 「（開発）途上国」「先進国」の概念・区別と、「低中所

得国（LMCs, LMICs）」「高所得国（HICs）の概念・区

別とは、同一ではないが、わかりやすさの観点から、

本稿では、厳密に使い分ける必要がある場合を除き、

両者を交換可能な概念として扱い、一般に「途上国」「先

進国」の語を用いている。
（6） Xe.com によれば、2022 年 5 月 3 日（ブラジル 23 時）

時点で、約 1,613,000,000 米ドル。
（7） 生産者等に、消費後（end-of-life）の製品について一定

の責任（一定のリサイクル等）を負わせる政策をいう

（Kaffine & O’Reilly, 2015: 45; OECD, 2016: 21）。
（8） Business Commitment for Recycling（CEMPRE）による

データとされる（IPEA, 2013: 11）が、原資料は入手で

きなかった。
（9）サーキュラー・エコノミーと SD をつなぐものとして

の環境正義の意義については、筆者の一人は別稿で詳

細に論じている（Amorim de Oliveira, 2021）。
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